事務事業執行概要
＜ 会計総務課 ＞
総務グループ

１．局の人事及び組織・定数

　局の人事及び組織・定数の適正を期するため、局内並びに人事課との連絡調整を行った。
2． 研　　修
局内の職員に対し、職務の遂行に必要な知識と教養等を身につけさせるため、研修を実施した。

	研　修　名
	実施年月日
	参　加　人　数

	会計局内研修
・個人情報の適正管理について
・会計研修
・新公会計制度
	平成30年1月10日
	38名

	人権研修
	平成30年2月8日
	30名


３．職員の衛生管理
　局内の職員に対し、一般定期健康診断、特別健康診断及び集団検診等を受診するよう周知徹底を図った。

４．局の予算・決算
(1) 歳入歳出予算

【一般会計】

	歳入予算
	
	歳出予算
	
	他部局からの配当分

	
	当初予算額
	9千円
	
	当初予算額
	568,887千円
	3,249千円

	
	２月補正予算額
	0千円
	
	２月補正予算額
	△73,212千円
	

	
	最終予算額
	9千円
	
	各部への配当額
	△56,014千円
	――

	
	決算額
	49千円
	
	最終予算額
	439,661千円
	――

	
	
	
	
	決算額
	424,927千円
	3,249千円


【証紙収入金整理特別会計】

	歳入予算
	
	歳出予算
	

	
	当初予算額
	10,617,224千円
	
	当初予算額
	10,617,224千円

	
	２月補正予算額
	△278,510千円
	
	２月補正予算額
	△278,510千円

	
	最終予算額
	10,338,714千円
	
	最終予算額
	10,338,714千円

	
	決算額
	10,716,208千円
	
	決算額
	10,280,265千円


５．一般会計・特別会計決算の調製
　平成28年度における一般会計及び特別会計（15会計）の決算調製を行った。

　　知事への提出日　　　　　　　　　平成29年8月30日

	区　　分
	一般会計
	特別会計

	歳入決算額（a）
	3兆701億円
	1兆4,456億円

	歳出決算額（b）
	3兆608億円
	1兆4,325億円

	形式収支（ｃ）=（a）-（ｂ）
	93億円
	132億円

	翌年度へ繰り越すべき財源（ｄ）
	72億円
	55億円

	実質収支（ｃ）-（ｄ）
	21億円
	76億円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第233条

６．会計職員の任免状況
　本庁及び予算執行機関等の会計職員は、平成30年3月31日現在、次のとおりであった。

　　　出　納　員          415人　（充職者　415人　　任命発令された者　   0名）

会　計　員        3,255人　（充職者　431人　　任命発令された者　2,824名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第171条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府財務規則第97条


